
家計費における住居費・住居費関連支出の分析的研究 京都教育大学　関川　千尋

持家家計を中心として

目　　　次

序章：研究目的・方法

第1章：わが国の住居費研究の系譜とその方法

　I　緒言（研究目的と方法）

　II　結果

　　1　はじめに

　　2　住居費研究の背景と系譜

　　　1）’大正期以前の論文・著書

　　　2）昭和初年から昭和13・’14年頃までの論文・著

　　　　書

　　　3）昭和15年から昭和20年までの論文・著書

　　　4）戦後の論文・著書

　　　　i）敗戦直後から高度経済成長期当初まで

　　　　ii）高度経済成長期の論文・著書

　　　　iii）低成長期の論文・著書

　　　5）住居費研究の系譜：まとめ

　　3既往の住居費研究における研究方法

　　　1）研究方法の分類

　　　2）既往の住居費研究における研究方法

　　4　住居費研究不振の原因

　III要約
　IV　参考文献

第2章：外国における住居費研究　　学説史の整理

　I　研究目的と方法

　II外国における住居費研究

　　1　まえがき

　　2　家計費研究の系譜

　　　1）エルンスト1エンゲルの生計費研究

　　　2）アレン＆ボーレイの生計費研究

　　　3）ジェームス：デューゼンベリによる相対所得

　　　　仮説

　　　4）プレイス＆ハウタッカーの生計費研究

　　　5）ミルトン：フリードマンの恒常所得仮説

　　3一住居費研究の系譜

　　　1）シュワーべにおける住居費研究

　　　2）リチャード：ミュッスの住居費研究

　　　3）マーガレット：レイドの住居費研究

　　　4）近年の外国における住居費研究

　　4　まとめ，および考察

　III参考文献

第3章：持家の住居費当量の計測についての試論

　I　研究目的と方法

　II持家の住居費と帰属家賃

　　1　はじあに

　　2　持家の住居費当量の計測について，従来の試み

　III持家の住居費当量の計測

　　1　はじめに

　　2　経験データの採集

　　3　持家の住居費当量の計測

　　　1）年間住居費関連支出を指標とする方法

　　　2）居住者の効用評価による方法

　　　3）借家市場評価による方法

　IV　持家の住居費当量計測例の比較と考察

　　1　3種類の“持家の住居費当量。問の関係

　　2　住宅・土地評価額と，持家の住居費当量

　　3　所得と持家の住居費当量

　　4　“持家の住居費。計測手法の選択あるいは，そ

　　　の方向性についての考察

　V　要約

　▽I参考文献

　・あとがき

研究梗概

はじめに；　　　　　　　　！

　1960年代以降，土地・住宅の値上りをバネに実行され

た高度経済成長の結果，インフレ化が進み，勤労者家計

の住宅取得能力は，相対的に低下してきている。わが国

の住宅事情は，1968年（昭和43年）に，一世帯一住宅を

達成し，好転してきていると言われているゲ，主として，

勤労者家計の住要求と，その住宅取得能力との問には，

大きな乖離がある。また，この乖離は，年来の政府の持

家政策および，戸数主義の住宅政策の下で，年々拡大し

ているのが現状である。多量に良質な住宅が存在しても，

一般家計の手の届かないものであれば，それは一般家計

にとって無いのと同じである。

－339－



　この研究では，従来等閑視されてきた，国民の住宅取

得能力に視点をあて、家計費支出の立場から検討を加え

ようとするものある。

　ところで，住居費を対象とする研究は，わが国では，

緊急度の高い課題であるにもかかわらず不振であり，そ

の到達度も，不明な状況である。家計費支出に視点をす

えた研究をすすめるあたり，方法的な独自性を明確にす

る上でも，わが国内・外で行われてきた，当分野の研究

を整理しておく必要に迫られていた。ここでは，併せて，

この作業も実施している。

　論文の構成は，第1章で，わが国の住居費研究の系譜

とその方法，第2章で，外国における住居費研究，第3

章で，持家の住居費当量の計測についての試論の3章か

らなっている。なお，当報告書はここまでを含むが，こ

れらの内容は，以降，持家々計の家計費分析に引き継が

れる。

第1章：わが国の住居費研究の系譜とその方法

　住居費研究は，多くの立場から取りくむことが可能で

ある。可能な研究の視点を整理すると大体次の5タイプ

に要約されることが予想できる。

　①国民経済の経済主体のうち，家庭経済の範囲にお

　　いて論を展開するもの。

　②家庭経済と企業経済，即ち，生産と需要の相互関

　　係において論を展開するもの。

　③家庭経済と財政の相互関係において，論を展開す

　　るもの。

　④国民経済全体の中で，上記①～③を，マクロ的に

　　論ずるもの。

　⑤その他，である。

　この章では，上記のような研究視点から考えられる研

究分野から，住居費について論じてある論文・著書を選

び出し，その内容，方法について検討を試みた。

　収集対象分野は，建築学・家政学・経済学・その他で

ある。

　年代別収集状況は，表（1－1）のとおりであり，そ

の内訳は，表（1－2）のとおりである。

　これらの論文・著書が，経年的に検討された他，研究

手法が類型化され考察されている。

表（1-1）論文・著書収集年代別分布

年 件数 年 件数 年 件数

西暦 分 小
西暦 分 小

西暦 分
布

小
計 布 計 布 計

19141T3 1 1937112 1960135 3

15I4 38113 2 61136 6

1615 1 39I14 3 62137 1

17I6 40115 63138

1817 1 41116 4 64139

1918 42117 2 65140 2
12 10

201g 1 43118 1 66141

21I10 1 44119 3 67142 8

2211ユ 1 45■20 68143 1

23112 2 46121 69144 3

24113 1 47122 1 70145 2

25114 48．23 3 71146

　　　　　15261　　　S13
49124 4 72147

2712 2 50■25 2 73I48 1

2813 5ユI26 3 74．49 1

29■4 1 52127 2 75150 2
41

30I5 2 53128 5 76151 12
25

31I6 1 54I29 6 77152 1
12

3217 55130 2 78153 4

33■8 56131 1 79154 1

3419 57132 80155 2

35I10 1 58133 81156 1

36I1ユ 59I34 2 合　　計 108
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表（1－2） 収集論文・著書一覧 （その1）

Nα 論文・著書名および著者　　1 雑誌名等 発行年 内　　　　　　　容 研究方法

1 住宅経営について（前川松韻） 建雑，28，325 1914 住宅フェアーによる住宅改良，ド 8
T3 イツの例紹介，講演。

2 東京二於ケルニ十職工家計調査 最近社会政策， 1916 科学的手法を備えた家計調査であ 2
（高野岩三郎） 金井延教授在職 る。

25年記念論文集

3 日米「最小生活費」論（森本厚吉） 社会政策学会第 1918 第一次大戦期の，日米標準生活比 え4

12回大会 較を試みたものである。

4 家賃騰貴と都市計画（戸田海市） 経済論叢10－3 1920 都市域を広げることで，家賃問題 1
に対応しようとするもの。

5 英国住宅政策の経過（直木倫太郎） 建雑，35，419 1921 英国住宅助成法案がでた背景紹介。 1

6 家賃の正当なる計算（宮田庄吉） 社会政策時報， 1922 費用的な方法で家賃を試算してい 5
2I－11 る。

7 住居統計概説（財部静治） 経済論叢13－3 1923 住居統計の必要性とその方法を． 7
外国文献を参照しながら解説。

8 東京市に於ける労働者家計の一模型 大原社会問題研 1923 科学的家計調査により，労働者家 2
（権田保之助） 究所雑誌1－1 計の生活分析をしたもの。

9 東京に於ける小額俸給生活者家計の一 同上，2－2 1924 上記と同様小額俸給生活者家計の 2
模型（穫田保之助） 生活分析をしたもの。

10 労働者及び小額俸給生活者の家計状態 大原社会問題研 1926 上記研究8，9の内容を比較したも 2
比較（擢田保之助） 究所雑誌4－1 のである。

11 住居費負担過重の原因（常松三郎） 経済時報13－3 1926 大正a9年頃の住居費高騰原因の 1
展開。

12 住居費負担軽減の方法（常松三郎） 経済時報14－4 1926 方法として住宅組合・組立住宅・ 1
アパートメントハウスを示してい
る。

13 シュワーべの法則（岡崎文規） 経済論叢17－3 1927 シュワーべの法則の紹介・京都市 3
での実態調査への適用。

14 京都市における家賃の統計的研究 経済論叢17－5 1927 13の追加，京都市での住居費調査 1，3

（岡崎文規） S2 の分析，シュワーべの法則との対
応。

15 住宅統計に就いて（近藤常次） 統計集誌576 1929 住宅統計報告を作るため，外国の 7
抄訳紹介。

16 住宅費に関する一研究（一） 建築世界24－11 1930 大正6，7，8，9年頃の住居費を，動 1，2，3

（楠原祖一郎） 学的，他の生計費との関連で問題
にしている。

17 六大都市宅地売買価格及び賃貸価格に 統計集誌593 1930 家賃の根本問題である地価のうご 2，5

就て（上）（遠藤　盛） きの都市間比較。

18 住宅統計について（岡崎文規） 経済論叢33－4 1931 住宅調査の必要性と留意点。家賃 7
データの必要性。

19 住宅問題に関する一管見一特に家賃に 都市問題20－1 1935 ドイツ公益住宅の家賃の決まり方 1，5

ついて，（幸島穫吉） を，公益住宅建築計画書の紹介によ
りのべている。

20 適正なる家賃とは何ぞや（幸島檀吉） 日本評論13 1938 家賃政策の必要性の提示。 1，3

21 小額所得層の住宅建築経済 建築雑誌13・3 1938 19ケ国の小額所得層住宅政策の紹 8
（熊谷兼雄） 介。
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表（1－2） （その2）

No。

論文・著書名および著者 雑誌名等 発行年 内　　　　　　　容 研究方法

22 家賃よりみた住宅問題（高山英華） 都市公論22－11 工939 費用論的家賃の試算法，民間家賃 5
政策。

23 地代家賃統制令の施行（時事ニュース） 都市問題29－5 1939 施行過程，内容の紹介，問題点解 1
説。

24 英国の家賃政策（濱野啓一） 都市問題29－5 ユ939 英国の家賃政策の紹介。 8
25 住宅経済学（シャルル・ジード，加藤 高陽書院 ユ941

国一郎訳）
住宅問題解消の多くの方策，中で
も住宅組合の役割の紹介。

7，8

S16

26 住宅統計実地調査に於ける諸問題 柳沢統計研究所 ユ941
（松浦　素）

戦時下，住宅政策の基礎として， 7
報47 住宅統計の必要性とその配慮点。

27 家計調査よりみたる給料生活者及び労 国民経済雑誌 工941
働者の生活様式（家本秀太郎）

Al1en　Bo棚eyの手法をつかい家 3
71－4 計費分析を試みている。

28 家計調査よりみたる給料生活者及び労
働者の生活様式の附図（家本秀太郎）

国民経済雑誌 1941 Nα27につけるべき図である。 3
71－5

29 労務者ノ最低住居費ト住居政策 産業能率ユ5－2 1942
（安藤政吉）

戦時下，社会衛生学的，建築学的 4
労働科学的に最低限住宅を明らか
にする。国家主義的住居論である。

30 標準生活費の研究（財団法人戦時生活 ユ942
相談所）

標準生活費とは何か，生存最低生 4
活費の試算のための理論検討，住
居費については手法的困難さが示
されている。

31 住宅産業の再組織（早川文夫） 建築雑誌18・5 ユ943 西山夘三氏の論文紹介，国家統制 1，4’

的住宅建設論。

32 至急対策を要する宅地建物価格の統制 建築雑誌19 ユ944
（杉本正幸）

早川文夫氏の論文紹介，家賃統制 1
令の改訂の必要性，建物評価に係
る公的機関の必要性など。

33 国民生活費の研究（安藤政吉） 麹町酒井書店 ユ944 戦時下，最低生活費生活実行の必 4
要性，およびその検討。

34 国民住宅論孜（西山夘三） 伊藤書店 1944 国民住宅に，建築学が関与する視
点を示し，その空間的対応を詳述

1，4

したもの。以後計画学の基本とな
る住宅基準の明示。

35 住宅調査論（早川文夫） 建築雑誌63－738 1947 住宅政策の基本である住宅調査実 7
S22 施の試論，家賃情報は，中心的項

目とはならない。

36 住宅経済に関する統計について 建築雑誌63－737 1948
（本城和彦）

住宅経済に関する具体的統計を用 2，1

い，戦後の住宅経済の異常性の指
摘。

37 家賃と住居水準について（谷　重雄） 建築雑誌63－745 ユ948 統制令のため私的住宅供給が成立 3
しない。統制令がなければ需要者
は，家賃が支払えぬ。その不均衡
を対象とする計量的研究。

38 家賃政策の現状（谷　重雄） 建築雑誌64－747 1948 統制令による現場の混乱紹介。解 1
決のための個人的見解提示。

39 庶民貸家住宅の家賃（梶山　晃） 建築雑誌 1949 戦後期，家賃支出能力の推定。 3
40 賃金叢書・生計費の研究（野村俊夫） 労働文化社 1949 生計費研究の沿革，その他基本的

知識の紹介，試算等。

3，1，7
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表（1－2） （その3）

NO。 論文・著書名および著者 雑誌名等 発行年 内　　　　　　　　容 研究方法

4工 建築物の経済的耐用年限の理論 建築学会論文報 1949 維持費を指標とした費用減価の立 5
（谷　重雄） 告集39 場から耐用年限を検討したもの。

42 建物の減価函数について 日本建築学会研 1949 初期価格と終価，耐用年限からそ
（谷　重雄） 究報告4 の建物の減価函数を検討。 5

43 住宅経済の計量的研究，その1，住宅 日本建築学会研 1950 住宅g質分布と所得分布相関の検 3
の分配について（丹下健三） 究報告8 討。

44 住宅経済の計量的研究，その2，住居費 日本建築学会研 1950 R　Frish（非線型モデル）による， 3
支出性向について（丹下健三） 究報告8 住居費支出g消費性向の検討。

45 解説・家庭経済学（横山光子） 光生館 1951 家庭の経済的経営の指導書。 1，7

46 建築物の価格形成に関する基礎理論的 建築学会論文報 1951 建物の価格形成の理論的体系的組 5
研究（谷　重雄） 告集44 織化の試み。

47 住居費と住宅の有効需要について 日本建築学会研 1951 家計調査報告から試算した推定消 3，6

（谷　重雄・志賀　英） 究報告13 費函数により，低・中所得層の有
効需要の試算・供給との差の補助
について。

48 米国住宅経済の分析 同　上・17 1952 米国の住宅経済の分析例・手法紹 1，8

（古川　修・下総　薫） 介。

49 建築材料価格の変動について 同　上・18 1952 長期建築物指数の試算と，その性 5
（谷　重雄） 格の検討。

50 住居費の基準函数と，その限界につい 建築学会論文報 1953 住居費の基準を示す，線型モデル 3
て（谷　重雄） 告集47 と，それの当てはまる限界を示す。

5ユ 家庭経済研究（松平友子） 中教出版 1953 家庭経営のための啓蒙書。 7
52 建物減価曲線の諸相について 日本建築学会研 工953 修繕費が増加する仮定における減 5

（谷　重雄） 究報告24 価曲線の一般化の試み。

53 最近の家計に於ける住居費の支出につ 日本建築学会研 1953 大阪・高校生家庭の住居費の検討。 2
いて（野々村五四男） 究報告25

■

54 新築貸家について（宮崎元夫） 日本建築学会研 1953 東京のアパート，借家経営の成立 2
究報告28 している背景検討。

55 金融公庫住宅の性格について 日・建・学会・ 1954 公庫利用層の性格の位置づけ。 1，2

（宮崎元夫） 関東支部第15回
研究発表会

56 家賃政策の諸問題（谷　重雄） 都市問題45－3 1954 家賃政策としての，公営・公団・ 1
金融公庫でカバーできない問題点，
低賃金。

57 個人住宅投資の推計と若干の考察 日本建築学会研 1954 国民所得のうち，個人住宅投資の 6
（内山　諌） 究報告27 推計方法，可処分所得との関係等

についてのべている。

58 新築売家の購入費一その1一 日本建築学会研 1954 大阪・新築売家の購入価格の検討。 2
（川名吉工門） 究報告30 専用・土地付，専用・借地。

59 同　上　　　　一その2一 日本建築学会研 1954 同上検討，併用・土地付，併用・ 2
（川名吉工門） 究報告30 借地について。

60 住宅経営費に関する研究（谷　重雄） 建築研究報告Nα 1954 住宅の経営維持のための費用の基
13

1，5

礎的研究。

61 家賃問題からみた貸家経営指数 日本建築学会論 ユ955 既存データを用い，民営借家経営 5
（川名吉工門） 文集51 に，建築費と家賃収入との関係を

分析し，経営条件の検討を加えたもα
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表（1－2） （その4）

Nα 論文・著書名および著者 雑誌名等 発行年 内　　　　　　　容 研究方法

62 月賦住宅利用め実態分析 日本建築学研究 1955
（野々村五四男）

月賦住宅の質的内容・利用階層，
報告33

1，2

利用後の問題点の検討。

63」 公団住宅の供給対象と需要に関する研 日本住宅公団報 1956 公団住宅供給に供う需要調査報告。 1
究（西山夘三，他） 告書

64 宅地の評価に関する研究（島田久吉） 日本住宅公団建 1959 宅地評価のメカニズムを検討，限 1，2

築部調査研究課 界需要地価と虫くい建設，仮需要
と実需用の関係など。

65 社会福祉政策と公営住宅（幸島穫吉） 都市問題50－1ユ 1959 住宅政策が社会福祉政策と関連し 1
ており公営住宅はその典型。

66 改訂　家庭経済学 光生館 ユ960
（大河内一男・籠山　京）

家庭経済学の学問的背景の記述， 4，7

最低生活費が前面に出ている。

67 住宅の現状と将来 経済審議会長期 1960 住宅の現状一需要予測一適正住居 6
（高山英華・谷　重雄） 展望部会 水準一投資予測一住宅政策の方向

性を示している。

68 公営住宅家賃の私法性（一） 民商法雑誌41一 1960 公営住宅使用賃料を法的に公法で 1
（遠田新一） 4 なく私法的扱いをすべきだ。

69 貸家経営の性格に関する研究 京都大学学位論 1961 江戸時代を含む戦前・戦後の借家
（宮崎元夫）

1，2

文 の実態を明らかにしたもの。

70 地代家賃統制令の跡（志賀　英） 住宅復興36 ユ961 S，14公布～S．37年までの当法の 1，7

経過。

71 東京都における公的賃貸住宅入居者の 建築学会論文報 1961 公的賃貸住宅入居者の家計調査か 3
家計の傾向’（下総　薫） 告集64 ら住居費支出を中心に食料費や，

家族人数等との関係を確認。

72 公営住宅家賃の私法性（二） 民商法雑誌42一 1961 地方公共団体の当法取扱いの実態 1
（遠田新一） 1 調査，私法的扱い上での問題点。

73 住宅に関する困窮状況および所得分布 東京大学学位論 ユ961 住宅に対する需要の状況を主とし 3
の状態からみた住宅の需要に関する研 文 て困窮度の高い層を中心に分析し
究（下総　薫） たもので家計支出の法則を検討し

ている。

74 家賃支払いに対する困窮度からみた収 建築学会論文報 1961 家計の困窮度と住居費支出限界に 3
入と家賃の関係および住居費法則の検 告集67 ついての解を与えている。
討について（下総　薫）

75 日本住宅問題に関する研究 東京大学学位論 1962 住宅問題の歴史，現在の住宅問 1，2

（加藤由利子） 文 題を主として需給面で検討，家計
が1つの手法となっている。

76 外国の家賃　1．西独の家賃について 住宅11 1965 住宅を社会市場経済におき，家賃 8
（久保敏行） S40 政策がかなり具体的にすすめられ

ている。

77 〃　　　zアメリカの公営住宅の 同　上 1965 応能家賃制度が実行されている。 8
家賃について（竹間適子）

78 民間アパートの経営実態（三宅　醇） 住宅3 1968 民間アパート，その家賃は，地価 1，2

自己の管理労力を負担しない方法
で試算される。東京，大阪の比較。

79 住宅水準の国際比較（本城和彦） 住宅公団調査研 1969 比較尺度を検討し，住宅の物理的 8
究報告集14 側面，住宅経済で，比較し，住宅

政策のあり方を展開。
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表（1－2） （その5）

Nα 論文・著者名および著者 雑誌名等 発行年 内　　　　　　　　容 研究方法

80 都市・住宅ディベロッパー成立の諸条 中央公論事業出 1969 住宅問題の認識一住宅市場，ロー 1
件（日本長期信用銀行調査部日下公 版 ン，ディベロッパーの進む道の検
人） 討，木賃アパート，地代の取り分

についの展開など。

81 都市勤労者世帯の住宅需要構造の研究 都市計画Nα58， ユ969 W　Al㎝soをべ一スに，理論手法 6
（青山吉隆） 59 の展開と，それを用いた実測をの

べている。多変量解析。

82 英国の住宅政策について（下総　薫） 1970 公営住宅持家の増大，民営借家の 8
衰退，R㎝t　act，Rent　Rebate
S1am　clesrance，New　townにつ
て。

83 建築学大系I．住居論正住生活の経済 彰国社 1970 社会的居住費の設定，住居費の家 2，4

（籠山　京） 計の圧追がテーマ。

84 英国の住居法（東京都住宅局総務部企 1973 The　Housing　act1969の訳。 8
画課） S48

85 都市資産としての個別住宅（谷　重雄） 建築雑誌89，1C87 1974 都市形態形成の経済性論展開 2
86 民間貸家更新論その1（森本信明） 建築学会論文報 1975 民間協同借家の老朽化のプロセス 1，2

告集227 を解明している。

87 〃　　　その2（森本信明） 建築学会論文報 1975 更新の種類，家主，借家人，買取 1，2

告集232 り，持家層による更新（イギリス
のスラムクリアランスとよく似た
発想）。

88 日誌・建築費急騰の言己録（山室真二・ 建築雑誌，91， 1976 S．48．1～S．50．6までの建設業界
岡野忠史）

2，5，7

1103 を中心とした建築経済の日誌。

89 建築費変動の実態（島田良一他） 同　上 1976 建築費の騰貴の原因を，それを構 2，5，7

成している材料，その他の検討を
することで示している。

90 建築費指数の作成方法（内山　諌） 同　上 1976 建築費指数作成方法の説明。 1，7

91 民間貸家更新論その3（森本信明） 建築学会論文報 1976 戦前～戦後10年まで，大阪の貸家
告集241

1，2

経営がどのようになされてきたか，
みたもの。

92 建築費用論（徳永勇雄・西村三世） 建築雑誌91一 1976 建築費用の測定，処理，情報，活 1，7

1103 用についてのべたもの。

93 建築費の異常急騰とその背景 同　上 1976
（島田良一他）

オイルショック前の木材騰貴が， 2，5，7

引き金，列島改造論，土地騰貴等
の要素有。

94 インフレ・スラィド条項の適用 同　上 1976 工事請負契約書第20条第6項等の
（五十嵐　隆）

1，5，7

改訂の必要性及び内容を具体例を
あげ示す。

95 建設業界への影響（坂本信義・鈴木倉 同　上 ユ976
夫）

オイルショックによる建築費の高 1，2

騰で，建設業の経営を圧迫，イン
フレ条項の適用。

96 建設投資・住宅投資への影響 同　上 1976 建設・住宅投資ともにオイルショ
（木下準之助）

1，2，6

ック後急激に減少したことを示し
ている。

97 民間貸家の更新に関する研究 京都大学学位論 1976 民間貸家ストックの改善に視点を
（森本信明） 文

1，2

おいた研究。
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表（1－2） （その6）

Nα 論文・著書名および著者 雑誌名等 発行年 内　　　　　　　容 研究方法

98 東京大都市圏における住宅市場の計量分析（経済企画庁経済研究所） 経済企画庁経済研究所 1976 住宅市場の構造の計量的分析，家計の住宅選択行動の分折から展開。．
3，6

99 住宅建設の長期予測（日本不動産銀行調査部）

東洋経済新報社 1976 6

！00 土地と住宅の経済学（岩田規久男） 日本経済新聞社 1977 土地・住宅問題の経済的側面対象。 7
101 1975年国際比較プロジェクト・帰属家賃の計算

総理府統計局 1978
市場家賃で持家等の家賃を評価したもの。

6

102103 民問共同賃貸住宅の経済分析に関する研究その1，その2（森本信明） 建築学会論文報告集268，269 19781978 地代相当額・償却費の論点整理，市場家賃の決まり方についての検討。 55

104 建築経済学（谷　重雄） 技報堂出版 1978 経済的建築像を描いている。 7
105 プレハブ住宅の価格変動　　　　　　　　　　（東樋口　護） 建築学会論文 1979 プレハブ住宅価格が高価格・高晶質に決定している旨報告書。 1，2

106 昭和55年度公営・公庫・公団賃貸住宅の予算家賃の算出根拠について　　　　　　　　　　　　（解説文）

旬刊，福利厚生 1980 公営・公庫・公団住宅の家賃を福利厚生誌が試算したもの。 7

107 住宅政策をどう考えるか，転換期の住宅政策一その背後にあるもの一　　　　　　　　　　　（下総　薫） 建建雑誌95－1166 1980 日本の住宅事情，回顧と展望中の論文，キャピタルゲインの新しいルールによる配分等。

1

108 家計調査と生活研究（中鉢正美） 光生館 1981 文献による。家計調査と生活研究が，初期においてどのように形成されたかを論じている。

1

表（1－3） 住居費研究における研究方法の年代分布

研究
方法

論説的・ 統計的 消費関数 最低生活 費用論 マクロ経 研究手続・形
記述的方法 方法 的方法 費的方法 的方法 済的方法 式整備的方法

その他
合計

時期 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

大正時代 4 5 0 1 1 1 1
（12）

14

昭和元年
∫ 5 2 4 3 2 2

（12）

13・14頃まで 17

昭和15年
∫ 3 2 5 2 11

（10）

終戦時まで 13

21年
∫ 17 10 10 1 7 3 6 1

（41）

戦 37まで 55

38年
王 2 2 1 1 4 （8）

47まで 10

後
48年 12 11 1 6 4 9 1

（25）

以降 44

合計 43 30 17 8 17 8 20 10
（108）

153

（　　）内は，検討論文数。
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第2章：外国における住居費研究-学説史の整理-

　わが国の住居費研究は，方法的な側面で，大半の研究

が，エンゲル，E・シュワーべ，H，あるいは，アレン＆

ボーレイの消費理論をべ一スにしたものであることがわ

かった。

　これらの消費理論は，現在，古典的な消費理論となっ

ているが，その後この分野の研究が，方法論として，ど

のように発展させられているか，また，それら消費理論

分野の中で，住居費研究は，どのように発展しているか

がここで整理されている。

　採りあげた研究者は，エンゲル，E・アレン＆ボーレイ．

デューゼンベリ，J・プレイス＆ハウタッカー，フリードマ

ン，M（以上一般消費理論），シュワーべ，H・ミュッス，

R・レイド，M（住居費），その他である。

　これら’の研究者は，いずれも独自の消費関数として，

回帰モデル式を想定し，使用している。また，ミュッス，

R，と，レイド，M，は，それぞれ，持家の家賃相当額

算定の必要性から，その方法の開発と，その実用化をは

かっている。

　使用した資料，参考文献は，以下のとおりである。（参

考文献・表（2－1）関連論文参照）

　　　　　　　　　　（参考文献）

　これらの検討の結果，外国では，住居費研究は，手法

的に困難であるにも係らず実行されており，方法的にも，

内容的にも見るべきものが多いということがわかった。

特に，後者について，いわゆるシュワーべの法則は，現

在のアメリカで当てはまらず，その消費行動は，180度転

換したものになっていることが実証されている。わが国

でもこれらの実証的分析が待たれる。

第3章：持家の住居費当量の計測についての試論

　持家の住居費を検討しようとする場合，その計測数値

に，信頼の置けることが，第1の条件である。しかしな

がら，住宅は，居住サービスのストックとして一時に消

費者に購入されるが，その使用は，それぞれの耐用年限

に添って徐々になされる。この場合，単位期間に，ストッ

クのうちの，どれだけの居住効用が，フローとして消費

されたのか，理論的に理解できても，実際の計測は困難

な場合が多い。

　この計測手法の開発は，持家の住居費を，家計費べー

スで問題にしてゆく場合，どうしても越えなければなら

ない問題の1つである。ここては具体的なフィールド

調査をとおして,この持家の住居費当量の計測について

の試論を展開している。

　調査は，奈良県大阪寄りで，高度経済成長期以降，現

表（2－1）　関連論文（第2章）

著　　　者 論　　文　　名雑誌名等 備　　考
1 Geo㎎e　KatomEffect　of　InoomeRev．ofEcon．1949．3

Cha㎎es　ofthe　RatミofStatistics
Sa㎞g

2 Lawrence　R．Est㎞at㎞gPattems　ofStuぷes　hVo1．14K1eh Sav㎞g　Behavio正f－om㎞oome　and1951
SamP1e　Sumey　DataWealth

3 糠江etG・ Capita1Fomation㎞J．of　Politic』1958．4
Rosident由1Rea1Es伽teEconomy

4 Rona1d　Bo故hW㎞df汕Income…mdAme正ican 1959．9Consumption Econ．Review
5 H．S． An㎞tematio土a1ECOnOme七iCa1959．10

Houthakke一Comp㎞s㎝ofHouse一
holdExpendi伽e
Pattems，Comm㎝oIat・
㎞g　the　C㎝t㎝a町of
E㎎e1’s　lLaw

6 Leo　G爬b1e正，0n㏄Mo正e：Capita1J．of　Politica11959．12
David　M．Bbnk，foImationin　Residentia1E00mmy
LauセW虹nickR鯛1Es切te

7 James　S．The　Ro1e　of　Demmd　inStudies㎞the’1953
DuesenbeW，the　Economic　St正uct町eStmct皿e　of’W．Leontief
He1en　Kkth the　Ame－iαm（刮）

E◎ommy
8 RichaId　Stone，The　Du正ab㎜ty　ofEoonom的ica1960．2

D．A．RoweComume正s’Du正ab1eGoods
9 M町g蛆etG．C㎝sumption，Sa曲gAme正iα㎜1962．9Reid and　Whdf2皿GainsEcon．Review
10 Tong　H㎜LeeThe　Stobk　Dem…mdRev．of　Econ．1964．2

Ehsticities　of　Non一＆Sta他tics
F趾m　HOu㎞g

11 Jam3s村． Hou㎞gand　Ability　toE◎onometdca1965．4
Mo哩n Pay

12 C㎞正1es　C．YiIigStock　M町ket　P＝ice　andEoonome位ica1966．7
VoIumes　of　Sa1os

13 James　L．Qua1ity，CommodityEoonom鮒ica1974．1Sweeney Hie雌chies，and　Hous一
i㎎M町kets

14 Michae1P．The　Distdbution　ofEoonome㍍ica1975Munay Tenant　Bene血t君h
㎞blic　Hou；㎞g

15 Mitche11 The　Dem㎝“q正Eoonomet正ica1977．3
lPO肚1Sky Hous㎞g：A　Study　h

Sp㏄胴cation㎜d
G正ou凶g

16 A㎜D．Witte，An　Estimate　of　aEconometdca1979．9
Howa－d　J．Stmαu訓H剣o㎡c　P正i㏄
Sum㎞， Mode1ofthe　Hou曲g
rHome正 Ma－ket：A血ApPhcati㎝
1趾ekSOn ofRos㎝’s　Theo町of

Imp此it　M肛kets
17 Hm5・J血昭enDes敏p町amete耐㎞Economet正ica1980．1

1B血ttle工，Houshg　Com舳αion
Ma汀㎞J． and　the　M肛ket　fo正
Beckm肛m U正bm　Hou㎞g

18 Lee　E． The　Com脾ativeEoonomet正ica1981．11
Ed1efgeI1 Statics　ofH曲onicPri㏄

Fmctio㎜≡㎜d　othe一
No一血m町Comt－ahts

在までに開発された，比較的良質の住宅団地8ヶ所を選

び，持家々計を対象に，住宅の構造，広さ，取得方法，

土地の広さ，土地・住宅の取得価格，現在の土地・住宅

評価額，想定家賃額，住宅関連支出内訳・額，年収，家

族の状況などを設問内容とするアンケート方式で行われ

た。また，同対象で，家計調査を実施したが，今回の報

告には含まれていない。

　家計調査が併行されたため，調査受入れ家庭が制約さ

れたようで，当初，800家庭を配布の対象としたが，実際

には，592世帯への配布となり，回収は，412世帯であっ

た。地区配布回収数は，表（3－1）のとおりである。
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表（3－1） 対象地区別調査票配布回収数

Nα 調　査　地　区　名 配布数 回収数 回攻率㈱

1、 奈良県生駒市鹿畑町 78 42
（鹿ノ台住宅団地） （10．2） （53．8）

2 〃　真弓 39 28
（真弓住宅団地） （6．8） （71．8）

3 奈良市朱雀 57 49
（平城ニュータウン） （11．9） （86．0）

4 奈良県生駒市あすか野 17 I4
（生駒二’ユータウン） （3．4） （82．4）

5 奈良市帝塚山 47 34
（帝塚山南住宅団地） （8．3） （72．3）

6 奈良県生駒市生駒台 59 33
（生駒台南・北住宅団地） （8－0） （55．9）

7 奈良市千代ケ丘・学園大和町 95 72
（千代ケ丘・学園大和町住宅団地） （17．5） （75．8）

8 奈良市登美ケ丘・中登美ケ丘 200 140
（登美ケ丘・中登美ケ丘住宅団地） （34．0） （70，O）

合　　　　　　　計 592
（100％）

412
（69．6）％

調査期間は，1982年5月下旬から，同年7月下旬までで

あった。

　この章では，このデータを用い，数種の計測手法によ

る住居費当量計測値について比較検討を行う。

　ここで用いた計測手法は，次の3通りである。

　1）過去1年問の住居費関連支出の洗い出しによる方

　　法1

　過去1年問の住居費・同関連支出をきいた。修繕費に

ついては，その中身を具体的に聞いている。

　2）居住者の効用評価による方法：

　これは，自分の住む住宅の想定家賃額という形で聞い

たが，理論的にも持家の住居費当量として納得がし易い

外，回答結果についても安定したものが示されていた。

表（3－2） 帰属家賃推定モデル式

昭

和

49

年

分

昭

和

54

年

分

　　　　8　Y二a＋2bi・Xi＋bg1ogeXg一②
　　　　i＝1

　　Y：1ケ月当り家賃
X1－X3：住居の構造に関するダミー変数

　　X4：浴室の有無　　　　”
X5■一X8：建築時期　　　　　”

　　Xg：住宅の延面積（㎡）

　a，b：定数

　　　　　　12
1og　Y＝a＋Σbi・Xi＋b131cg　X13一③

　　　　　　i＝1

　　Y：1ケ月当り家賃
Xr　X4：都市階級に関するダミー変数

XドX8：住宅の構造　　　〃
　　Xg：浴室の有無　　　〃

X1o－Xリ：建設の時期　　　〃

　　X13：住宅の延面積（㎡）

a，b：定数

　3）借家の市場評価による方法1

　これは，全国消費実態調査において試算されている方

法である。この検討では，昭和54年の試算モデル式を流

用した。表（3一’2）参照。

　それぞれのパラメーターは，総理府統計局消費統計課

に依頼し，得たものである。表（3－3）参照。

表（3－3）　帰属家賃推定式の係数（設備専用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一54年一

京浜大都市圏
京浜以外の3大都市圏 4大都市圏以外の市町村

大都市

中都市　（X1） 一α252と9
一0．07267 一〇、21362

都市階級

小都市A（X2） 一0一、31938 一〇．23359 一0．40054

小都市B（X3） 一0．39937 一α34893 一〇．45176

町　村　（X4）■ 一〇．54569 一0．43256 一〇．67260

木　造 0 0 0

防火木造（X5） O，18825 O．17119 0．16624
住居の構造

ブロック造（X6） O，23820 0．16206 O．18653

鉄骨・鉄筋（X7） 0．35542 0．35021 0．32315

その他　（X8） O．23259 0．22691 0．22124

浴室の有無　　　　有（X9）

0．22661 0．24665 0．20598

S．35年以前 O O O
建築の時期

S．36～45年　　　　（Xio）

0．21130 O．48390 O．34067

S．46～50年　　　　（Xn）

0．30815 0．63896 0．51963

S，51年以降　　　　（X12）

0．43369 O．75817 O．69084

住宅延面積（X13）　　〃　係数（C）

0．38957 O．24775 O．33487

切　　片　（a） 3．97343 3．78372 3．66918

重相関係数（r2） 0．62622 OI64874 O．61181

　　　　　　12回帰式1ogY－a＋i～l　bi　xi＋C　logX13

　3種の手法で計測した“持家の住居費当量。は，それ

ぞれ，表（3－4）に整理されている数値となった。

　表（3－4）によると，3者の関係は，次のようにい

うことができる。即ち，持家の住居費当量は，借家巾場

下評価したものが一番高く，次いで，住居費関連支出に

よるもの，居住効用評価によるものの順に小さくなって

いた。そして，それらの量的な関係は，市場評価額をエgσ

とした場合，住居費関連支出が，43．24（SD＝8．4753），

－348－



表（3－4）　持家の住居費当量計測結果

’＝F’L1ムノJ　l」．　月砂
也区 1 2 3 4 5 6 7 8 全体

1 住居費関連支　出　総額
15．83 24．15 1416 12．95 1428 15．82 13．53 13．84 15．09

2 居住効用評価 10．1 9．4 10－0 11．4 9．8 10．4 10．3 10．8 10．3

3 借家市場による帰属家賃評価
37．86 38．62 39－50 36．24 3＆15 31．12 3Z23 32．71 3490

住・関連支出1）41．81 62．53 36．16 35．73 37．43 50－84 41．98 42．31 43．24

2）居住効用
26．68 24．40 25．32 31．46 25．69 33．42 31．96 33．02 29．51

借家市場評価3）100－00100－00100．00100．00100．00100．00100．00100．0010α00

単位万円．月額

居住効用評価が，29．51（SD＝3．60）であった。住居費関

連支出の標準偏差が，比較的大きいのは，収集データが

少い中で，地区により建て替え（あるいは，100％建て替

えに近い増築）がはいっているため，その影響が大きく

でたものと判断される。

　これらの数値の絶対額の差は，これらの評価額の構成

要素のうち，減価償却分が，最も大きな原因と考えられ

る。また，数値の上ではあまり大きなものとはならない

が，1，2の評価額の中には，利潤相当費，管理用人件

費等も含まれていないと判断され，これらの結果が，導

かれたものと考えられる。（図（3－1）参照）

　　　　　　持家家計の得て
　　　　　　いる居住効用
　　　　　　　　　　‘　　滅価償却費の
　　　　　　　”　　；　　　一部を含む
　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　■　　　　　　　〃　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　’

＝滅価償却費（100％）1

住宅管理人件費

　住宅経営に
　おける利潤
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